

























1. は じ め に













措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金に関する監 査上 の取 扱
い」（監査第一委員会報告第42号）を公表し，引当金の要件を備えている準備金
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と し て 計 上 し て い る と き は ， こ れ を 「 引 当 金 」 と し て 監 査 上 取 扱 う こ と を 明
ら か に し た 。 ダこ め 経 過 の 中 で ， 租 税 特 別 措 置 法 第56 条on に よ る 「 国 際 科 学
技 術 博 覧 会 出 展 準 備 金 」 が ， 修 正 後 の 注 解 〔注18 〕 の 引 当 金 に 該 当 す る も の
と し て ，「 引 当 金 」 と し 七 取 扱 わ れ る こ と に な っ た 。
昭 和56 年6 月9 日 の 商 法 改 正 に よ る 第287 条 ノ2 の 引 当 金 規 定 の 改 正 に 端
を 発 し た 現 在 の 引 当 金 拡 大 化 傾 向 は ， 果 し て 今 後 我 が 国 の 正 し い 引 当 金 慣 行
を も た ら す も の で あ る か 否 か に つ い て ， 大 き な 疑 問 が 残 る と 言 わ ざ る を え なt,
％ ‥・ 。。
2. 商法第287 条ノ2 の改正の意図
昭和49年商法改正において，商法上の引当金規定に。ついては大いに議論さ






かれた第287条ノ2 を削除することは， 法会計制度上適切とは言えない。 し
かし，旧法のままで公正な会計直行に委ねるということ乱 特定引当金の広
義説に基づく「利益かぐし」の慣行が一般化している現行においては適切で










とである2）。 十 コ 犬
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従来 ， 商 法上 の特定 引当 金 の解 釈を め ぐっ て広義説 が生 まれ， そ の広義 説
にも とづ く特定引 当金拡 大化 傾 向か実 務上 見ら れたが， そ れに 歯止めを かけ
る意味 で第287 条 ノ2 が改正 さ れた とい え る。 従って ， 利益 留保性 引当金を
排除す るとい う意味で同条 が改正 された とす るならば ， そ れは 「其 ノ営業年
度 ノ費 用又 ハ損失 卜為 ス コ トフ 相当 トスル額 二限 リ」 とい う表現に よって，
これをあ らわし てい る といえ る。
会 計的 に 解す るなら ば，「相当 ト スル 額 二限 リ」 とい うの は， 期 間損益 計
算におけ る収 益 との対応 とし て の費用 又は 損失 に限定 する ことを意味す るも
のといえ る。 さらにそ れは， 収 益 との期 間的 対 応 とし て の費用 又は損 失と，
利益 から の処分た る性 格を 有す る利 益留 保 とを 明確に 区別す るこ とであ り，
もっ て， 従来 特定 引当 金とし て実 務上 計上さ れ ていた 利益留 保性 引当金を排
除す る明確な 基準を 提供した もの とい え る。
し かし ， もと より同条 が， 引当 金の範 囲お よび 具体 的な 科目 の計上適否を
規定し た ものでは な く， あ くまで公 正 な会 計 直行に よ る引当 金に 依拠す るも
のであ るこ とは 明白 であ る。 そ の 意味 で， 法的 債務た る強 制引当 金 とは明確
に区 別され， 任 意引 当 金とし て 位置づけ ら れてい るの であ る。
こ の ように， 昭 和56 年 商 法改正 に よ る第287 条 ノ2 の改正は， 同条 から 利
益留保 性引 当金を除 くとい う趣旨 であ るが，「企業 会 計 原則」 と の関 連 で 考
え るとそこに は 微妙な隨 節があ る。 確かに，「企業 会 計原 則」 の昭和38 年11
月5 日修正 の注 解 〔注16〕 に 見ら れ る よ うに 「企業 会 計原則」上 ， 明確な引
当金 の定義 のない 段階におい て旧 商法 第287 条 ノ2 の 「特定 ノ支 出又 ハ 損 失
二備フル為 ニ」 の文 言が拡大 解 釈さ れ， 本来 「引 当金」 でない ものが， 同条
を 根拠に 計上 さ れて きた 経緯は あ るが。 遅れば せなが ら， 昭 和49 年8 月30 日
付り 「企業 会 計原則」 修正に おけ る注 解 ［注14 ］ の設 定は， かか る引当 金慣
行に歯 止めを かけ た ものであ り，「負債 性引 当金 以外 の引 当金を 計上 す る こ
とが法令 に よっ て認め られ てい る ときは」 と，「法令」 に よっ て強制 さ れ て
い る引 当金に 限定 されてい る。
この よ うに ， 昭和49 年 の 「企業 会 計原 則」 修正に よ り， 特定 引当 金に任 意
の利益留保 性引 当金 が含 まれ ない こと が明 言さ れたに も かかわらず， 昭和56
年 の商法改 正に より第287 条 ノ2 に 利益 留保 性引 当金 が 含 まれない 旨 の 改 正
がなさ れた のはい かな る理由 に よ るもの であろ うか。 そ れには，い くつ か の
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理由が考えられよう。
① 「企業会計原則」旧注解〔注14〕に規定する「法令」によって 強制 さ
れているものでも，利益留保性引当金のものは計上できないことを明ら
かにしたものである。














条ノ2 の特定引当金は，「法令」によって認められているものに限定 され る
から，「法令」によって認められていない任意の利益留保性引当金を 計上す
る余地はなかったはずであるが，実務上は昭和50年の日本公認会計士協会会
長通牒（調49, 第66, 昭和50年3 月25日）によって，特定引当金の中に 損失 性
引当金が含まれている場合には，監査上商法第287条 ノ2 の引当金とし て取
扱うことが指示されていた3）。したがって， 実務上， 注解〔注14〕は実質的
な歯止めとして作用していなかったのである。







された ので， もは や この よ うな注 解を 存 置する必要 性は 認めら れな くなった。
これが同注 解を削除 す るこ と とし た 理 由 で あ る」（「負債性引当金等に係る企業
会計原則注解の修正に関する解釈指針」二）。「解 釈指針」 に よる注 解 注u ］ 削
除の理 由を 要 約す る と次の よ うにな る。
① 「企業 会計 原則」 は， 負 債性 引当 金以外 の引当 金を 容認 す るも の で な
い こ と
② 特定 引当 金は， 負 債性引 当金以外 の引当 金であ り， 利 益留 保性引当 金
であ るこ と ＼
③ 利 益留保 性 引当金 では あるが， こ れを 注解 〔注14 〕 で認 めた のは， 旧
商法 第287 条 ノ2 の解 釈上， 法令に よって認 めら れた 利益 留保 性 引 当 金
を 適 法 と認め る のであ れば， 監査 の一 元化 の観点 から認 めざ るをえない
と判 断し た こ と
④ し かし ， 昭和56 年 の商 法改正 で， 利益 留保性 引 当金 がす べて 排除され
た ので， もはや こ の注 解の必要 性が なくなった こ と
「解釈指 針」は， こ の ような 理由 で注 解 〔注14〕 を 削 除し た とす るが， 同
注解は 「法令」 に よっ て認め られ てい る場 合に 限定し てい た筈 で あ る。「解
釈指針 」 の次の文 言は， そ れを 忘 れた かの ようであ る。 すなわ ち，「現行実
務上， 特定引 当金 の部に 掲げ られ てい るものの大部 分は ， ①租 税特別 措置法
上 の準 備金， ②特別 法上 の準 備金 であ るが」に おけ る 「大部 分」 とは，「法
令」以外 の特定 引 当金 が実 務上存 在し た こ とを 意味す る。
「法令」に 認め ら れてい ない 特定 引当 金が実 務上存 在し た こ とは，「法令」
に商法 第287 条 ノ2 を 含む と解する ことに よるか， あ るい は 日本公 認 会 計 士
協 会の会長通 牒に よる要件を 満たし た ことに よるの か のどちら か である。 前
者の場 合には， 明ら かに 不 適切な 解釈であ り'） 後 者の 場合 には 注解〔注14 〕
の「法 令」無 視を 「企業 会 計 原則」 自ら 認めた こ とに なる。
注解 〔注14 〕 を文 字通 り，「法令」 に よっ て認めら れ てい る引 当 金 計 上 を
「企業 会 計原則」 が容認し た もの とし て考え る と， この 注 解 〔注14 〕 の 削 除
の理由が 分らな くな る。 す なわ ち，「解 釈指 針」 の理 由 から み て， 削除に よ
って， た とえ 「法令 」に よっ て認めら れ 七い る引当 金 であ って も， 利 益留保
性引当金は 計上 出来 な くなった ので， 「企業 会計原則 」 上 も認め ら れない こ


































益留保性 引当金 とし て性 格づけ ていた 租 税特別 措置 法上 の準備 金 の うち， 損
失 性引 当金に 該当す る場合には そ れを 会計上 の引 当金とし て是 認す ることに
な った。 国際科 学技術 博覧 会出 展引 当金 も， この プg セ スの中 で租 税特別措
置法上 の国際 科学技 術博覧 会出展 準 備金 が ［注18 ］に 該 当す る引当金 とし て



























































刈し ての隠 れた 補 助金 とい うこ とができ る。す なわ ち， この博 覧 会 は，「国
際博覧会に 関 す る条 約」 の適 用を受け， 財団 法人 国際 科 学技 術博 覧会 協会 が
主催す る大 規模な 国家的 事業 な のであ る。 かか る国家 的 事業 の出展 参加企業
に 対し て， 国家 が 税 の軽 減措 置を 講じ て企業 の出展 参 加 意欲を 駆 りたて るこ
とは当然 であ る。
租税 特別 措置法 第56 条 の11 は， 国際 科学技術博 覧会 出展 準 備金につ いて次
のよ うに 規定 す る。 博覧 会に 出展 す るため の費用（政令で定めるところに。より
計算した金額）を ， 当 該適用年 度 の月数を 乗じ てこれを33 で除し て 計丿算 し た
金額以下 の金 額を 損 金経 理 の 方 法（確定した決算におい て利益又は剰余金の処分
により積立金として積み立てる方法を含む。）に よ り積み立 てた とき は， 当 該 積
み立 てた 金 額を 当 該 積み立 てをし た 日を 含む事業 年度 の所得 の金 額 の計算上，
損金 の額 に 算入す る とい うも のであ る。 ト
除数 の33 は， 月 数を 表わし， 昭和57 年7 月1 日から 昭 和60 年3 月16 日まで
の月数 の合 計が33 ヵ 月に な るから ， 適用年度 の月数按 分計 算に より損金算入
を 認め た もの となっ てい る。 また， 同積立金 額は，同 条 第3 項 に より， 昭和60
年3 月16 日を 含む 事業年 度 終了 の 日におけ る課 税所 得 の金額 の計算上益 金
の額に 算入 され る。 十
従って， こ の出展 準 備金 の特別 措 置は， 出展 費用の 積立て に対し て課 税延
期をす るもの であ り， 出展 費用 の積立 額に対し て損金 に 算入す る とい うのは
実 質的 には 国家に よる補 助 金の交 付（隠れた補助金）に 等し く， 補 助金 の回収
は 昭和60 年3 月16 日を 含む 事業年 度に おけ る益金算入 に よっ て なされ るこ と
に なる。 この ように ， 限定 された 出展 参加企業 に対す る隠 れた 補助 金 とし て
の性格を 有す る出展 準 備金 が√ 何故会 計上 の費用 ・収 益対 応 原 理を 基盤 とす








































期 間 帰 属 の 確 定 し た 概 念 で あ る か ら であ る。 犬
し た が っ て， 出展 のた め の 将 来 支 出 が 当 期 の費 用 と な る た め に は ， 一 定 の
要 件を 有 す る 認 識 基 準を 通 し て 判 断 し な け れ ば な ら ず ， さ ら に そ れ は 当 期 発
生 収 益 と関 連 す る 価 値 犠 牲 分 た る対 応 原 理を 満 た す も の で な け れ ば なら ない 。
し かし ，「審 理 室 情 報 」 に よ れば ， 収 益 と の 関連 性 は 認 め ら れ ない が ， 経 営
活 動 に 必 要 な 費 用 であ る とし て次 の よ うに 説 明 す る。 「出 展 参 加 は ， こ れ に
よ って 収 益 が 得 ら れ る も の で も な く， む し ろ ， 博 覧 会 とい う大 規 模 な 公共 性
を 帯 び た 国 家 的 行 事 へ の 参 加 に 意義 が 認 めら れ， 会 社 の ゴー イソ ダ コン サ ー
ソ の観 点 か ら 経 営 活 動 に 必 要 な 費 用:の 負 担 が 生 起 し て い る と 解 さ れ る」（「審
理室情報No.11n ・1 ・(D ）。
「収 益 」 と の 関 連 性 が 見 出 さ れ な い 支 出 で あ れ ば ， 期 間 損 益 計 算 に 影 響 さ
せ ては な ら ない 筈 で あ る。 会 計 上 の 「引 当 金 」 の 意 義 は 第 一 義 的 に は 借 方 で
あ る。 我 が 国 で は 商 法 及 び 税 法 と の関 連 から 貸方 の 議 論 が多 く見 ら れ るノが，
そ れは む し ろ 逆 で あ り， 借 方 す なわ ちP/L 上 で の 計 上 根 拠 とそ め 計上 区 分 が
問 題 で あ り， 貸 方 す な わ ちB/S 表 示 はP/L 上 で の合 理 性 に 基 づ く 結果 的 表 示 万t
こす ぎ なy 。ヽ ’ ……ノ＼クノレズダ ＼
そ こ で ，「審 理 室 情 報No.l 」 で いジう:引 当 金 方式 を と っ た 場 合， 借 方 繰入 額
は どこ に 表示 さ れ る で あ ろ うか。 同 審 理 室 長 の 大迫 氏 は 次 の よ うに 述 べ るよノ
「具 体的 に は ， 出 展 費 用 の 期 間 配 分 額 は， そ の期 の 損 益 計 算 に お い て， 販 売
費 及 び 一 般 管 理 費 に 『国 際 科 学 技 術 博 覧 会 出 展 引 当 金 繰 入 額 』 とし て 引 当 計
上 し， モ の 残 額 は 『国 際 科 学 技 術 博 覧 会 出展 引 当金 』 と し て 計 上 さ れ る。 出
展 費 用 に 係 る 支 出 があ っ た と き は ， モ の支 出 相 当 額 に 国 際 科 学 技 術 博 覧 会 出
展 引 当 金 を 充 当 し て 取 り崩 す こ とに な る。9）」
こ の 処 理 は ， 期 間 損 益 計 算 上 重 要 な 問 題 を 提 起 す る も の で あ り， 出 展 費 用
の 性 格 で 述 べ ら れ て い る 理 由 と矛 盾 す る も の とな る。 つ ま り， こ の 出 展 費 の
支 出に よっ て 「収 益 が 得 ら れ る も の で」 は ない とし な が ら ， 出展 引 当 金 繰 入
額をP/L 上 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 に 計 上 す る こ とは ，i収益 に 対 応 す る営 業 費
とし て 表 示 さ れ る こ と に な り， 営 業 利 益 を 営 業 と 関 連 し ない 将 来 支 出 の 引 当
て に よ っ て圧 縮 す る 結果 を 導 び く。 こ れ は， 明 ら か に 公 正 表 示 の 原 則 に 反 す
る も の と 言 わ な け れ ば な ら ない 。 ‥ ‥ ‥

































① 当 該引 当額は， 租税特別措 置 法の規定 に かか わら ず， 当 該会社の状
況に 応じ た 必要額 が計上 されなけ れば なら ない 。
② 租 税特別 措置 法の規定に かかわら ず， そ の設 定 目的 であ る特定の費
用 又 は損失 が発生 す るまでに取崩 す こ とは 妥当 でない。
③ 「準 備金」を 「引当 金」 とし て 計上 す る場 合は ， 引当 金の名 称 を も
って掲記 さ れるべ きであ る。
こ の要 件お よび留 意事項 の説 明は， 租 税特別 措 置法 上 の準備金 の うち， 利
益留保 性 の準 備金 と， 引 当金 とな りうる準備 金 とを区 別 す るた め の基準を何
ら示し てい ない。
こ の経 過につい て，「同取 扱解説」 は 次 の よ うに説明 す る。「従来，『準 備
金 』は， 負 債 の部の特定引 当金に ○○ 準備金 とし て計 上 さ れていた が， 改正
前 商法 第287 条 ノ2 の引 当金 が利益留 保性 の もの の計上 を 必ずし も否 定 し て
いない と解さ れていた ところ から，『準 備金』 は 租税特 別 措置 法 の規 定 に 基
づ くも のに限 り， 監査上， 妥当 なも のと取扱 っ てい た にす ぎ な い も の で あ
る」（「解説」1 ・（2）。
かか る説 明は，「解釈指 針」 と同 様の説 明 であ り， 従来 ， 租税 特別措置法
上 の準 備金を 引当 金 とし て容認し てきた のは ， 旧 商法 第287 条 ノ2 に よ っ て
認めざ るを え な かった とし ， 引当 金慣行 が歪 め られ て きた のは 旧 商 法 第287
条 ノ2 が問題 であ ったか の ような印 象を 与え る。 し かし な が ら， 旧 商 法 第287
条 ノ2 の解 釈につい ては, て企業 会 計原則 」 が明文 を もっ て解 釈指針を 設
け る か， 日本公 認会計士 協会 が監査上 の取 扱いを 明定 すれば， 旧 商法におい
て も利 益留 保性 引当金を 排除 す るこ とは 容易 であ った はず であ る。
すな わち， 昭 和37 年に 商 法上 設置 された 第287 条 ノ2 は，「法律上 の債務で
ない 会計上 の 負債性引 当金に 限 り貸 借対 照表 計上を 許 容 す る趣旨を含 んでい
るこ とは ， 立 法の経緯 から 明ら か であ り， 法 学 ・会 計 学上 の通説 の認め ると
ころであ るlO）。」 に もかかわらず，「主 とし て 税法 との 調 整を 目的 とし た法務
省とそ の限 りで法 務省に 従わざ るをえ な かった 大蔵 省 お よびな るべ く多 くい
わ ゆる利 益留 保性 引当金， 狭義 の 『特定 引当 金』を 認 め よ うとす る企業 側 の
見 解が対 立し た。 そ の結果， 税法 と の調 整が 必要 な く なった 現在で も， 企業
会 計原 則では 負 債性引当 金以外 の 『特定 引当 金』を 『 法令』に より認 めら れ






















































































「審理室情報No.l 」に よれば，「出展費用が， 著しいバラツキをもって 各










討に 当っては， 前向 きの姿 勢で臨 んだ。 こ の 意味 では ， 国際科学 技術博覧 会
出展 費用 の会計処 理は， 今 後の引 当金 会計 の試金 石に な るも の と 考 え ら れ
る14)。」
本 来，利 益処分 とし て処 理 すべ き 積立 金を 期 間損益 計 算にか かわらし め，B/S
上 負債の増 加とし て表示す る引当 金を 利 益留保 性 引当金 と呼 び， 会計 上
の引 当金 と区 別し てきた。 すなわ ち， 利益 留 保性 の引 当金 が会 計上存在し う
るのではな く， 利 益留保 性 の引 当 金は引 当 金 では ない のであ る。 引当金 では
ない利 益留 保性引当 金 が， 商法及 び 税法 との関 連で計 上せ ざ るを えなか った
とす るが， 引当 金では ない 利 益留 保 性引当 金を 計上し なけ れば ならない 法 規
制は 商 法及 び 税法上 どこに も存 在し な かった と言わな けれ ばなら ない。
商法 が利益 留保 性引当 金を排 除 す る規定を 明文 化し た現 在， 利 益留保性 引
当金 の計上は 商 法違反 とな る。 今 回 の国際 科学 技術博 覧会 出展 引当金は， 合
理的 な 期間配分を 理由に引 当 金 とさ れた が， 期間損 益 計算 の合理性を無 視し
たも のであ り， 本来， 利 益処 分 とし て処理 すべ き ものを 引当 金 とし て計上 す




第53条）,賞与引当金（法人税法第54条），退職給 与 引 当 金（法人税法第55条），















害防止準備金（同第56条の3・），特定鉄道工事償却 準備 金 胴 第56条の4 ）, 原
子力発電工事償却準備金（同第56条の5 ）,特定ガス導管工事償却準 備 金（同
第56条の6 ）,計画造林準備金（同第56条の7 ）,電子計算機 買戻 損 失 準 備金
（同第56条の8 ）,プログラム準備金（同第56条の9 ）, 株式売買損失準備金（同
第56条の10）,国際科学技術博覧会出展準備金（同第56条の11）， 証券取引責任
準備金又は商品取引責任準備金（同第57条）， 渇水準備金（同第57条の2), 使
用済核燃料再処理準備金（同第57条の3 ）， 保険会社等の異常危険準備 金（同
第57条の4 ）,原子力損害賠償責任保険又は地震保険に係る異常 危 険準 備金





















られ る企業 会計 の基準 に照 らし て費 用又は 損失 と認め がたい 項 目 であっ 七 乱
税法 の規定に よ り課 税所得 の計 算上 損 金に 算入す るこ とが 認 め ら れ る も の
（費用又は損失とし て計上しないで剰余金処分により処理した場合におい ても 税法上
損金に算入することが認められるものを除く。）につ いて税 法 の規定 に より損金 に
算入 す るこ とが 認めら れ る範 囲内の 金額を 費用又は 損 失 とし て計上し てい る
場合は ， 第4 条 第3 項 第1 号に 規定す る 『一般に 公正 妥 当 と認 め られ る企業
会計 の基 準に 従っ て処 理され てい る』 もの として 意見 を 記載す るこ とが でき
るものとす る」（「財務諸表の監査証明に関する省令の取扱について」第6 号）。
こり 「取扱」 は， 税 法上利 益処 分が認め られ てい る も のが除 かれ てい る。
すなわ ち， 剰 余金 処分に より税法上 損金に 算入され る も のが， 費 用又 は損失
とし て計上さ れ てい る場 合には，「一般に 公正 妥当 と認 めら れ る企業 会 計 の
基準に従 って処 理さ れてい る」 ものに該 当し ない とい うもの であ る。
この ように， 租 税特 別措 置法上 の準備 金 の利 益処分 方式 の是認は， 昭和42
年 段階から 整備 され， 監 査証 明省令 の取扱におい て も利益 処 分方式 が Γ一 般
に 公正妥 当 と認 めら れ る企業 会 計基 準」 に 従った処 理で あ るこ とが 明らかに
され ていたに もか かわら ず， 昭和56 年 に至 る まで， こ れら の準 備金 があ たか
も商法 第287 条 ノ2 に 該当 する特定 引当 金であ るかの ご と く表示 され て き た
のは何 故であろ うか。 そ れは， こ の「省令 取扱第6 号」 の カ ッコ書を 死文化
させた 監査 実務に 責任 があ った と言 わ なけ ればな らない 。
昭和43 年， 日本公認 会 計士協 会は 証券局長 宛に 次の よ う な 具 申 を し た。
「租 税特別 措 置法上 の諸 準備 金 の うちには， 負 債性又は 評 価性 引当 金 の 性 格
を 有し ない も のがあ る。 これら 負債性 又は評 価性引 当 金た る性 格を 有し ない
準備金を費 用 又は損失 に 計上す るこ とは ，一 般に 公正 妥当 と認 めら れる企業
会 計の基 準に 従 って処 理さ れてい る とは 認めら れない。 … …以 上 の理由 から
租税特別 措 置法上 の準 備金 の うち， 負 債性 又は 評価 性引 当 金 と認 めら れない
諸準備 金につい ては 剰 余金 処分に より積立金 とし て 積み立 て る方法 に会 計処
理を変更す る よ う企業 に指 導す べき ことは 当 然であ るが」 とし な が ら，「取
扱通達第6 号 カ ッ コ書 きの規定 にか かわらず， 一般に 公 正 妥当 と認 められ る
企業会計 の基 準に 従 っ て処 理され てい るもの とし て意見 を 記載 す る」（「租税

















「監査証明省令取扱通達」4 ―5に2 号限定から除くカッコ書きがあるに。も か
かわらず，昭和56年の商法第287条 ノ2c 改正まで特定引当金として取 扱 わ
れることになった。したがって， 今回，「解釈指針」を受けた形で公表され
た日本公認会計士協会監査第一委員会に よる「租税特別措置法上の準備金及
び特別法上の引当金又は準備金に関する監査上の取扱 い」（m 和57年9 月）は，
遅すぎたというべきであり，昭和43年段階において検討されるべきものであ
った。










に対応 す るのに対し， 準備金は 当年 度の収 益 とは 対応 せず， 将来 の年度 の収
益に対 応 す ることであ る。し た が って， 準 備 金は， 企 業 会計上 ，当年 度の必
要経費 ないし 損金 の額 に 算入 す るこ とが できず， 税引 後 の留 保利 益の中から
積立 て るべき 性質 のものであ る18）。」
租 税負 担能 力配慮 の原則 から， 税法上 の引当 金 は （6 種に限定されてはいる
が）， 課 税所 得 の計算上 当然反映 さ れなけ れば ならない ものと考え ら れ て い
るが， 準備 金は， 法人 の意思表示 に より課 税上 損 金算入 さ れ るものであ る。
従っ て， 準 備金 の損金 算入にあた っては， 税 法上当 然 ながら 確定 決算基 準を
要求す る。 し かし，「意見書」 の影 響 力もあ っ て， 租 税特別 措置 法上 の準備
金は， 利 益処 分に よる 積立金方式 に よっ て も損 金 算入を 認 め る。
「解釈 指針」 二 ・（1）は， 租税特別 措 置法上 の準 備金 であ って も注 解 〔注18 〕
に該当 す る引当 金にな るものがあ り うる とい うが， もし 該 当す る ものがあ り
うるとす れば，将 来 の損失に 備え るため の準備 金を指 す ものと言え よう。し
かし ， 将来 の損失 に 備え るた め のすべ て の準備 金が引 当 金に な るものでない
ことは言 うまでもない。
日本公 認会 計士 協会 の 「租 税特別措 置 法上 の準備金 及び 特別法上 の引当金
又は準備 金に 関す る監査上 の取 扱い 」（昭和57年9 月21 日）に おい て， 海 外 投
資等損失 準 備金 が引当 金に該 当す る場 合があ り うると す るが， この海外投資
等損失準 備金 は， 特定 法人 の株式 等を取 得し た と き（昭和48年4 月1 日から昭
和59年3 月31日までの期間に）， これを当 該取 得 の 日を 含む 事業年 度 終了 の日ま
でに引 続き保 有し てい る場 合に， 当 該特定 株式 等 の価 額 の低落又は 貸倒れに
よる損失 に 備え るた め， 特定 法人に対 す る特定 割 合を 乗じた 金 額を 積立てた
とき損 金 の額に算入 す るとい うものであ る（租税特別措置法第55条）。 従って，
こ0 準 備金は 明らかに 将来 損失に 備え るた め の利 益留 保 性準 備金 であ り， 措
置法の要件は 将来にお い て価 格が低 落す るか否 かの判 断を 必要 とし ない。
このこ とは， 同じ く「損失 に備え るた め」 とい う表 現 が とら れた とし て 乱
引当金 と準 備金 とでは認識 要 件を全 く異にす る と言わ なけ れ ば な ら な い。FASBNo.5
は， 偶発損失 （losscontingencies ） の計上 を 認 めながら も次の よ
うに述 べ る。「し かし ながら， 財務 諸表 作成 日に おけ る単な る 危険の存在だ
け では， 損 失 が発生し てい るこ とを 示 す ものでは ない。 当期又 は当 期以前に
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